
2 3

■はじめに
　振り返れば、「地方創生」は国が2014（平成26）年
12月に「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン―国
民の「認識の共有」と「未来への選択」を目指して―」、

「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を閣議決定して
スタートを切り、その1年後、2015（平成27）年12
月には同総合戦略を全面改定して加速化を図ってきた。
　地方では、2014年11月の「まち・ひと・しごと創
生法」（以下、創生法）に基づき全国の都道府県、市
町村が地方版総合戦略、地方版人口ビジョンを2015
年度中に策定する努力義務を負い、結果、全国のすべ
ての地方自治体が「総合戦略」と「人口ビジョン」を
策定するに至った。
　あれからもうすぐ5年が経過しようとする現在、国
は2019（令和元）年6月、「まち・ひと・しごと創生
基本方針2019」を閣議決定し、12月には第2期「まち・
ひと・しごと創生総合戦略」の策定を行うとしており、
地方自治体に対しても「地方版総合戦略」の改定（第
2期版の策定）を要請したところである。
　本機関誌Future SIGHTでは本号から3回
にわたり「特集 地方創生第二弾」と題して、
地方創生の現状を振り返り、“第二弾” に向
けて留意すべき諸点を考察・検討したい。
　第1回の本号では、地方創生の最大の関
心事である人口の動向・見通しを山形県、
秋田県について詳しく見てみることとする。

■人口の見通し
　人口の長期的な推計については国立社会
保障・人口問題研究所（以下、社人研）が
近年では2013（平成25）年、2018（平成
30）年に公表している。全国の地方自治体
による現在の「地方版人口ビジョン」は、
おおむね2013年の同研究所の推計をベース
に策定されている。

　山形県、秋田県の2013年と2018年社人研推計を比
較すると、総人口に関しては両県とも二つの推計値に
ほとんど差がない。0 ～ 14歳人口（年少人口）、15 ～
64歳人口（生産年齢人口）も同様の傾向である。た
だし、秋田県では後年になるほど2018年推計がわず
かに少なくなる。
　65歳以上人口（高齢者人口）については、両県と
も2018年推計の方がわずかに多くなっており、高齢
化が少し拡大する結果となっているが、両県ともおお
むね2020年～ 2025年に高齢者人口はピークに達し、
その後に減少していくことがわかる。（図表1）
　社人研の推計は、2013年推計は2010年の国勢調査を、
2018年推計は2015年の国勢調査を基に推計しており、
当然ながら、直近である2018年推計がより現実的で
あるわけだが、過去2回の国勢調査に基づく推計に大
きな乖

か い

離
り

が認められず、その意味で推計は安定的であ
り信頼性が高く、人口はほ

・ ・

ぼこのとおりに推移すると
見込んで間違いはなかろう。

■楽観過ぎる「人口ビジョン」?
　現在の山形県、秋田県の「人口ビジョン」
では、社人研の推計（2013年推計）と併
記して「将来展望（山形県）」「長期展望（秋
田県）」を示している。
　山形県の「将来展望」では、2060年ま
ではおおむね直線的に総人口の減少が続き、
その後、減少の度合いはなだらかとなり、
2090年以降は71万人台で安定するとして
いる。
　秋田県の「長期展望」も同様に、2060
年ごろまでは減少が続くものの、その後、
減少度合いは緩やかとなり、2100年以降
は51万人台で安定するとしている。
　両県とも社人研推計ほど急激ではないも
のの2060年ごろまでの直線的な人口減少
の継続、その後の減少度合いの軽減を経て
今世紀末頃までに安定期を迎えるとしてい
る。（図表2）
　社人研の推計人口は、先に述べたとおり
安定的であり、このままの状態が続けば、
こうなる確率が高いものである。
　対して、「人口ビジョン」の中で示され
た「将来展望」「長期展望」とは、「総合戦
略」に示した各種施策によって「県民の結
婚・出産に関する希望が実現され、本県と
首都圏等他圏域の人口移動が均衡すること
により」（山形県人口ビジョン）、あるいは、

「本県の人口減少に対する種々の施策によ
り効果が着実に反映され、合計特殊出生率
と純移動率が仮定値のとおり改善されれ
ば」（秋田県人口ビジョン）達成されるで
あろう目標値である。両者の意味合いが異
なることは承知の上であるが、それにして
も、今さらながら推計人口と「展望」の乖
離はどうしたものだろうか?

資料： 国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推
計人口（平成25年3月推計）」、「日本の地域別将来推
計人口（平成30（2018）年推計）」、総務省「平成
22年国勢調査」「平成27年国政調査」よりフィデア
総合研究所が作成

注） 2018年推計の2010年、2015年の各人口は、「平成
22年国勢調査」「平成27年国勢調査」による実績値で
ある。

フィデア総合研究所　取締役上席理事　 熊本　均
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図表１　社人研による推計人口（山形県、秋田県）
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　社人研の推計人口と「将来展望」「長期展望」
の乖離を年齢3区分別に詳しく見ると、0 ～ 14歳
人口は社人研推計では、ほぼ直線的に減少をたど
るとしているのに対し、「将来展望」「長期展望」
では2020（令和2）年ごろから減少度合いは緩や
かとなり、2025（令和7）年以降は、山形県は約
125千人、秋田県は約90千人で安定するとしてい
る。

　15 ～ 64歳人口は社人研推計、「将来展望」「長期展望」
ともに直線的な減少傾向をたどるものの、社人研推計の方
が急角度で減少するため、今から約20年後の2040（令和
22）年には、両者の乖離は山形県が約48千人、秋田県は
約62千人となる。
　65歳以上人口は、社人研推計と「将来展望」「長期展望」
では増減のカーブの形は類似している。だだし、今から約
20年後の2040年には、社人研推計の方が山形県で約14千人、
秋田県で約15千人上回る結果となっている。
　以上のことから、社人研推計と「展望」の乖離（マイナ
ス幅の拡大）は0 ～ 14歳人口、15 ～ 64歳人口の見込みの
違いにあると考えられる。

　「将来展望」「長期展望」を設定するに際しての仮定を両県では
下表のとおり、社会移動と出生率の両面からかなり大胆な改善の
方向を打ち出している。

　対して、現実はどうか?
　社会移動に関しては、直近4 ～ 5年を見れば、山形県が年間約
▲3,200人～▲3,800人、秋田県が同じく約▲4,100人～▲4,700人

と社会増減数（転入-転出）のマイナスが
継続しており、山形県ではここ数年多少の
改善傾向が認められるものの、秋田県では
目立ったマイナスの縮小が見られない。（図
表4）
　出生率に関しても、ここ数年は山形県が
およそ1.45 ～ 1.48、秋田県が1.31 ～ 1.39で
推移しており、「将来展望」「長期展望」で
仮定した水準を下回った状態が続いている。
山形県では合計特殊出生率が来年2020（令
和2年）には1.60になることを「将来展望」
で仮定しているが足下2018（平成30）年
では1.48、同じく秋田県は「長期展望」で
仮定している2020年の1.52に対して2018
年は1.33にとどまっている。（図表5）
　このように、「展望」で仮定している数
値と現実との差は依然として埋まらない状
態が継続している。当然、人口問題は数年
で解決するたぐいのものではなく、一世代・
およそ20年～ 30年を経て変化が出現する
ものであり、拙速な判断は慎まなければな
らないが、現段階では、極めて厳しい状況
にあると言わざるを得ない。

■人口再生力が枯渇する?
　「まち・ひと・しごと創生総合戦略」、地
方創生の議論の発端となったのは、2014（平
成26）年5月に民間研究機関「日本創成会
議」（座長：増田寛也 元総務大臣）が公表
した「成長を続ける21世紀のために「ストッ

図表２　「人口ビジョン」に見る人口の
将来展望（山形県）・長期展望（秋田県）
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図表３　社人研推計人口（2018年推計）と
将来展望（山形県）・長期展望（秋田県）の比較
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資料：山形県「人口ビジョン」（2015年10月）
　　　秋田県「人口ビジョン」（2015年10月）
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資料： 国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」、
山形県「人口ビジョン」（2015年10月）、秋田県「人口ビジョン」（2015年10月）

図表４　社会移動数の推移（山形県、秋田県）
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　　　「秋田県の人口と世帯」（秋田県企画振興部）よりフィデア総合研究所が作成

図表５　合計特殊出生率の推移（山形県、秋田県、全国）
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プ少子化・地方元気戦略」」（通称、増田レポート）、
および「人口再生産力に着目した市区町村別将来推計
人口について」である。
　同レポートでは、2010年～ 2040年の30年間に20歳
～ 39歳の女性人口が5割以下に減少する自治体数は、
896 自治体（当時の全市町村数の 49.8％）に達すると
し、これらを「消滅可能性都市」と定義した。
　当時、同レポートを読んだ筆者の率直な感想は、社
会移動のマイナスが同レポートの前提どおり進行する
とは考えにくく、ここまでショッキングな事態を想定
するのは相当無理がある、というものであった。人口
減少問題の「不都合な事実」を正確かつ冷静に認識す
べきとする同レポートの意図は理解できるが、「消滅
可能性都市」というネーミングも、いささか刺激的過
ぎると感じたものである。
　ところが、「消滅可能性」という表現の是非は置い
ておくとしても、向こう約20年間に20歳～ 39歳の女
性人口が5割以下に減少する自治体は山形県、秋田県

でも相当な数に達すると見られる。増田レポートでは
30年間を想定したが、同様の事態が約20年間で生じ
るのである。（図表6）
　社人研推計（2018年推計）によれば、2020（令和2）
年～ 2040（令和22）年の20年間の20歳～ 39歳女性
人口減少率は山形県が36.5％、秋田県が46.3％となっ
ている。両県とも郡部の減少率（山形県48.5％、秋田
県57.0％）が市部の減少率（山形県34.2％、秋田県
45.4％）を超えている。
　20歳～ 39歳女性の出産は、この年代が出産の太宗
を占めることから、この年代の減少は出生数の動向を
直撃し、人口再生力を左右する重要な指標である。
　人口再生力枯渇の危機は町村部、小規模自治体を中
心に顕在化しつつある。人口減少を人口再生力の維持
→出生数の維持・回復の観点から見れば、右記のとお
りである。（図表7）
　このサイクルを断ち切らなければならない。

■出生数回復への示唆
　山形県では出生数減少の要因に関して、興味深い分
析を行っている。以下にその要点を引用する 1。

　とすれば、次の式が成り立つ。

1　出典：少子化の現状と見通し（山形県企画振興部）

　この式を用いて、出産適齢（i=15 ～ 49）女性人口
の変化と合計特殊出生率の変化により1975（昭和50）
年から2015（平成27）年にかけての出生数の減少数
は図表8のとおりとなる。
　すなわち、山形県の1975年と2015年の出生数を比
較すると、9,395人減少しているが、これを要因別に
分解すると全体の52.6％が出産適齢女性人口の変化

（減少）に起因するということである。
　また、合計特殊出生率の変化に起因する減少は全体
の14.2％を占めるが、内訳を見ると女性の有配偶率の
変化が66.5％となっている。出生率を規定する要因は
有配偶率と有配偶出生率に分解できるが、この分析か
らは有配偶率が重要であることが読み取れる。
　以上のとおり、出生数の回復のためには、出産適齢
女性人口の維持・回復と有配偶率の向上（有配偶出生
率の向上ではない点に注目）が優先課題ということで
ある。

　次号では、「地方版総合戦略」の成果を検証し、積
み残された課題と第2期の方向に言及したい。

ΣtBi＝Σ tNi× ＝Σ tNi×  ×
i=1

n 
tBi

tNii=1

n 
tMi

tNi

tBi

tMii=1

n

出生数

女性人口

合計特殊出生率

有配偶率

有配偶女性の出産率図表７　人口減少の構造

図表６　社人研推計に見る2020年～ 2040年の自治体別女性人口（20歳～ 39歳）の減少率比較
【山形県】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【秋田県】
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資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」よりフィデア総合研究所が作成

tＮi：t年におけるi歳女性人口
tＭi：t年におけるi歳有配偶女性人口
tＢi：t年におけるi歳女性による出生数

図表８　山形県の出生数減少の要因分析（昭和50年から平成27年）

項　　目 減少数 寄与率 算出方法

1 出産適齢
女性人口の変化 4,944 人 52.6%

減少数 X1 は、平成 27 年の女性人
口が昭和 50 年と変わらないと仮
定したときの出生数から平成 27
年の出生数を引いた数 

Ｘ１＝Σ Ｎ ×－×－ － ＢΣ
Ｎ
Ｍ

Ｍ
Ｂ

2 合計特殊出生率の
変化 1,333 人 14.2%

減少数 X2 は、平成 27 年の合計特
殊出生率（有配偶率と有配偶女性
の出産率の積）が昭和 50 年と変わ
らないと仮定したときの出生数か
ら平成 27 年の出生数を引いた数

Ｘ２＝Σ Ｎ ×－×－ －Σ Ｂ
Ｎ
Ｍ

Ｍ
Ｂ

① 女性の有配偶率
の変化 6,250 人 66.5%

減少数 X3 は、平成 27 年の有配偶
率が昭和 50 年と変わらないと仮
定したときの出生数から平成 27
年の出生数を引いた数

Ｘ３＝Σ Ｎ ×－×－ －Σ Ｂ
Ｎ
Ｍ

Ｍ
Ｂ

② 有配偶女性の
出産率 ▲ 3,451 人 ▲ 36.7%

減少数 X4 は、平成 27 年の有配偶
女性の出産率が昭和 50 年と変わ
らないと仮定したときの出生数か
ら平成 27 年の出生数を引いた数

Ｘ４＝Σ Ｎ ×－×－ －Σ Ｂ
Ｎ
Ｍ

Ｍ
Ｂ

③ ①と②の相乗
効果 ▲ 1,466 人 ▲ 15.6% 減少数X5＝X2－（X3＋X4）

3 1 と 2 の相乗効果 3,118 人 33.2% 減少数Ｘ ＝６ Σ Ｂ－Σ Ｂ－（Ｘ１＋Ｘ２）

合　　計 9,395 人 100.0%




